第２号様式（共同研究）

共　同　研　究　契　約　書

　高知県（以下「甲」という。）と○○○○○（以下「乙」という。）とは、「○○○○○○○○○○」に関する研究を共同で実施するにあたり、次のとおり契約を締結する。

　（共同研究）

第１条　甲及び乙が共同して実施する研究（以下「共同研究」という。）は、別紙記載のとおりとする。

　（信義誠実の義務）

第２条　甲乙両者は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。

２　甲乙両者は、日本国の法令を遵守し、この契約を履行しなければならない。

　（研究の管理等）

第３条　甲及び乙は、互いに協議しながら、共同研究の管理及び効率的推進を図るものとする。

２　甲及び乙は、天災その他やむを得ない事由により共同研究を継続することが困難となった場合は、協議のうえ本共同研究を中止することができるものとする。

　（秘密保持）

第４条　甲及び乙は、本契約に基づき、相手方から開示され、又は提供を受けた情報及び資料並びに相手方から提供された試作品につき、厳に秘密を保持し、第三者に開示し、又は漏らしてはならない。ただし、本契約締結時に公知であったもの、既に保有していたもの、本契約締結後自己の責に帰さない事由により公知になったもの、独自で開発したもの、正当な権利を有する者から適法に取得したもの又は事前に書面により相手方の承認を得たものについては、この限りでない。

　（費用の負担）

第５条　甲及び乙は、別紙により、共同研究に必要な費用をそれぞれ負担するものとする。

　（事業化）

第６条　甲及び乙は、共同研究の成果の事業化について、本契約期間満了までに協議して定める。

（知的財産権の帰属）

第７条　本共同研究に伴い発生した発明、考案等（以下「発明等」という。）から生じた特許権（又は特許を受ける権利）、実用新案権、意匠権、商標権、育成者権（以下「特許権等」という。）の帰属は別段の定めのない限り、以下のとおりとする。

（１）甲が単独で行った発明等から生じた特許権等については、甲単独に帰属するものとする。

（２）乙が単独で行った発明等から生じた特許権等については、乙単独に帰属するものとする。

（３）甲及び乙が共同で行った発明等から生じた特許権等については、甲乙共有とする。
２　前項第２号により乙に帰属する特許権等、あるいは乙が従前より保有する特許権等を本共同研究により得た成果物に適用した場合、乙は甲に対し、当該特許権等について、甲が自ら成果物を使用するために必要な範囲で、無償で使用許諾するものとする。

　（特許出願等）

第８条　甲及び乙は、共同研究により発明等が得られた場合は、特許権等の帰属先、特許出願の要否、方法、費用の負担等について協議するものとし、甲と乙が共同で特許出願を行う場合は、あらかじめ甲の所管する「特許権等の取得及び管理に関する事務取扱要綱」に基づく共同出願契約を締結したうえで行うものとする。

２　甲及び乙は、共同出願に係る特許権の取得及び管理のために必要な費用について、共同出願契約により定められた費用をそれぞれ負担するものとし、甲又は乙のいずれかが当該費用を負担しないときは、当該特許出願及び特許権に係る自己の持ち分を放棄したものとみなす。

３　共有特許等に関する先行調査は、原則として県以外の共有者が行い、調査結果を高知県に報告させるものとし、提出を受けた先行調査報告書又はこれに準ずる報告書を職務発明等規則第4条第1項各号に掲げる添付書類とともに提出するものとする。ただし、共有者が大学等学術研究機関又はその職員である場合には、双方が協議して行うものとする。
　（実施許諾）

第９条　甲及び乙は、前条第１項の規定により共同で出願した発明（特許出願中のもの及び特許権の設定登録をしたもの。以下「共同発明」という。）について、甲乙協議のうえ、本共同研究の当事者及び甲乙が指定した者に限り実施させることができるものとする。

　（実施料）

第10条　甲及び乙は、共同発明に係る特許権等について徴収する実施料については、別途協議するものとする。

　（技術料）

第11条　乙は、共同発明について自身で実施するときは、共同発明を完成するにあたって甲が行った技術提供等の対価として、甲に対して技術料を支払うものとする。

　　ただし、営利を目的とせず、試験研究、教育等の用に供する場合には、この限りでない。

２　技術料について必要な事項は、別に定める。

　（研究結果の報告）

第12条　甲及び乙は、共同研究が終了し又は共同研究を中止したときは、遅滞なくその結果を集約し、互いに他の共同研究者に通知するものとする。

　（研究成果の公表）

第13条　甲及び乙は、共同研究による成果の公表を行う時は、公表する内容・時期・方法等（論文発表時における、発表者名、発表者順序を含む。）について、あらかじめ協議のうえ行うものとする。

　（契約期間）

第14条　本契約の期間は、契約締結の日から　　　年　　月　　日までとする。ただし、契約期間満了の日の３月前までに、甲乙協議のうえ、契約を延長することができる。

２　前項の規定にかかわらず、第４条、第８条第１項及び第３項並びに第13条の規定については契約期間満了後５年間、第７条第２項、第８条第２項及び第９条から第11条までの規定については、共同発明に係る特許権等の消滅まで、その効力を有する。

　（裁判管轄）

第15条　この契約に関して生じた甲乙間の紛争については、高知地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
　（協議）

第16条　本契約に定めるもののほか、研究成果の取扱いその他必要な事項については、甲乙が協議して定めるものとする。

　　本契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙両名が記名押印のうえ、各自その１通を保有する。

　　　　　年　　月　　日

                                甲　高　知　県

　　　　　　　　　　　　　　　　　　契約担当者　高知県知事                  印

                                乙　住　所

                                    法人名                  　            （印）

                                    代表者名                        （代表者印）

別　紙

１ 研究目的（目的、趣旨等）

２ 研究内容（試験項目、担当部署、実施場所、費用負担等）
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